
事業スケジュール

各火山地域が抱えている個別の課題の検討

事業目的

活動火山対策特別措置法の改正により、地方公
共団体に対して、火山防災対策の一連の警戒避
難体制の整備が義務付けられた。

各火山の地方公共団体が実施する各種検討を
支援し、火山防災対策をより一層推進していくもの
とする。

事業概要

火山災害は、噴火の規模・形態、地域特性などが火山ごとに多様であり、これまで内閣府等で作成してきた標
準的な指針類だけでは火山防災対策を推進することが困難な火山地域もある。

そこで、各火山地域が抱えている課題を抽出し、学識経験者等の意見も聴きながら、内閣府と地方公共団体
が共同で検討を行うことで、火山地域の取組を支援する。

さらに、これらの検討から得られた知見を基に、内閣府において必要な手引きや事例集の整備を行う。
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